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１． 研究目的 

近年，がん患者の 5 年相対生存率は現在では

68.9％にのぼり，多くの患者が治癒や生存期間の

延長が見込める時代となっている．（国立がん研究

センター，2011）2022 年は約 100 万人が新たにが

んと診断され，このうち約 3 割が就労世代（20～
64 歳）にあたる．（がん研究振興財団，2023）治療

形態の変化や医学の進歩から，がんに罹患しても

働き続けられる時代が到来しており，職場への復

帰や復職定着が可能となってきている．がんの治

療のため仕事をもちながら通院する患者は 32.5
万人（2010 年）から 44.8 万人（2019 年）に増加

しており，がん患者の治療と仕事の両立に関する

支援の重要性やニーズが日々高まっている．（がん

研究振興財団，2022）しかし，患者・労働者が職

場へ復職するための事業場と医療機関の連携は未

だ事例を重ね始めた途上である．治療と仕事の両

立支援を推進している厚生労働省は、特に産業現

場（事業場）と医療機関の連携が重要だと示して

いるが（厚生労働省，2012），先行研究は少なく，

事業場と医療機関の連携に関する推進が検討課題

となっている． 
事業場と医療機関の連携に関する研究は看護職

を対象として一部触れられており，﨑山は（2019：
118），産業保健師による産業保健活動から見た治

療と仕事の両立支援に関するインタビュー調査か

ら，産業保健に関する資源が乏しい中小企業経営

者への効果的な情報提供方法を検討していくこと

や，経営者や人事労務担当者が医療機関や医療専

門職との連携を図るための効果的な仕組みづくり

の必要性を述べている．また、河野は（2023：9），
産業看護職と臨床看護職のインタビュー調査から，

中小企業経営者への効果的な情報提供方法に関す

る検討や，経営者・人事労務担当者と医療機関・

医療専門職の連携に関する実装化を喫緊の課題と

して論じている．このように，看護領域からは就

労支援における事業場と医療機関の連携に関する

研究は一部進められているものの、社会福祉領域

からの報告は少ない点も挙げられる． 
本研究はがん患者の就労支援における事業場と

医療機関の社会連携の課題と成功要因を明らかに

することを目的とし，本稿では今年度の研究実施

内容と今後の課題について報告する． 
 

２． 研究実施内容 
【先行研究】 
坂本は（2017：13），事業場では，がん罹患によ

る仕事への影響度や治療経過に関する情報の欠如

から，医療機関から労働者（患者）や事業場が求

める医療情報の提供と共有の必要性から，事業場

と医療機関の連携の必要性を述べている．また，

武藤は（2018：18），医療機関と職域の連携支援体

制の整備や，特にわが国の労働人口の過半数を占

める中小企業およびその就労者に対して，医療機

関と事業場の連携システム構築の必要性を述べて

おり，複数の先行研究において事業場と医療機関

の連携に関する実装化を課題として指摘している． 
【事例分析】 
先行研究と並行し、自身がこれまでソーシャル

ワーカーとして医療機関で実践した就労支援に関

する事例の抽出・分析を行った。事例については，

年代，性別，がん種，職業分類，介入経路，介入

方法，支援期間等について事例ごとに整理した．

介入方法では主に，①相談支援，②間接連携，
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③直接連携が抽出された．①相談支援では，早期

退職の保留に関する相談，社会資源の情報提供，

仕事の休みの取り方に関する相談，職場への病状

や配慮事項に関する説明の相談，復職定着に関す

る相談が挙げられた．②間接連携では，診断書を

用いた情報提供が抽出され，③直接連携では，電

話・面接（オンライン含む）での協議が挙げられ

た．支援事例から事業場と医療機関の連携に関し

ては，診断書提供による間接的な連携が中心であ

ることを明らかになった．診断書による医療情報

提供は書面上の連携となる．ゆえに，事業場側は

限られた医療情報から労働者の病状や治療内容を

理解し，支援を展開していることが推察された．

先行研究においても事業場側のがん罹患による仕

事への影響度や治療経過に関する情報の欠如，事

業場が求める医療情報の提供と共有の必要性が指

摘されている点であり，診断書提供のみにとどま

らず，事業場側が医療機関に求めるニーズを抽出

する必要性が挙げられた．また，労働者（患者）・

事業場・医療機関の 3 者間での直接的な連携や協

議が発生することは事例数としては少なく，この

点からも事業場側の就労支援に関する現状や課題，

医療機関等に求める支援やニーズを把握する必要

性が考えられた． 
【アンケート調査】 
 事例検討の結果から，事業場の就労支援に関す

る実態やニーズ，がんに罹患した従業員の支援状

況等を掴むことを目的としたアンケート調査の設

計を行った．事例検討の分析結果や，就労支援に

関する実態調査（東京都，2023），企業・産業保健

スタッフ・医療機関の連携による両立支援システ

ムの開発（厚生労働省，2020）等の先行研究を参

考に，事業場を対象としたアンケート調査の質問

票を作成した． 
質問票は，①対象者および回答者自身の属性や

所属する会社について，②所属する会社の組織体

制や制度について，③所属する会社の両立支援に

関する行動について，④がんになった従業員の有

無や支援内容について，⑤従業員ががんになった

際の利用した制度について，⑥従業員ががんにな

った際の医療機関との連携について，⑦がんにな

った従業員の支援を通して医療機関との連携で役

立ったことについて，⑧所属する会社の両立支援

に関する取り組みへの課題に関して，以上 8 項目

を設定した． 

アンケート調査対象は，東京労働局および東京

都保健医療局主催の就労支援セミナーの事業場側

からの参加者を対象とした．調査方法として，セ

ミナー会場参加者は質問紙による記述式での回答

とし，WEB参加者はGoogleフォームでの回答を依

頼した．対象者に対し，アンケート調査について

参加協力は任意であり，協力を拒否した場合や回

答内容によっても不利益は生じないこと等を文書

で説明し，個別の同意書提出および調査への回答

をもって同意が得られたものとした． 
本アンケート調査については，大妻女子大学生

命科学研究倫理審査（06-017 がん患者の就労支援

における事業場と医療機関の連携に関する課題と

成功要因の検討に関する研究）において承認を得

て実施された． 
アンケート配布総数は344名で，現時点で58名か

ら回答が得られている．（回答率16.8％）アンケー

ト回収については現在継続中である． 
 

３． まとめと今後の課題 
 先行研究から，事業場と医療機関の連携体制に

関する実装化の課題を視点に，実際の就労支援に

関する事例分析から連携の課題を抽出し，先行研

究との整合性も含め考察した．先行研究や事例分

析の結果をもとに，アンケート調査の設計を行い，

事業場を対象に就労支援に関するアンケート調査

を実施した．アンケート調査については回収を継

続しているため，回収終了後に分析を実施し，分

析結果をもとに，次年度に予定されているインタ

ビュー調査を設計・実施する。 
今後の課題として，本アンケート調査では就労

支援に関する事業場の課題やニーズの詳細まで把

握することは困難であり、インタビュー調査によ

って事業場における就労支援の実態や課題，連携

等に関するニーズを更に明確にする必要性が考え

られる． 
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